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関連会社設立に関するお知らせ 
 

 当社子会社の株式会社ビービーラボラトリーズ（以下、「ビービーラボラトリーズ」といいます）

は、中国への化粧品の輸出等を事業とする株式会社モアプラス（横浜市中区山下町２１６番地５。以

下、「モアプラス」といいます）と共同で、シートマスク型化粧品に特化した化粧品会社「株式会社メデ

ィカルマスク研究所」を設立することといたしましたので下記のとおりお知らせします。 

なお、当社は当該化粧品会社の議決権の 49％を間接保有することとなり、当該化粧品会社は当社

の関連会社となります（以下、当該化粧品会社を「本関連会社」といいます）。 

 

記 

 

Ⅰ 本関連会社の概要 

  本関連会社の概要は次のとおりであります。なお、モアプラスは、当社の提携先である
Beautyplus Holdings Hongkong Limited（平成 27 年５月 29 日付「中国の化粧品会社との資本業
務提携および特別利益の計上に関するお知らせ」ご参照。以下、「Beautyplus 社」といいます）
の代表者の張文源氏が日本で設立した会社であります。 

１．商号     ： 株式会社メディカルマスク研究所 

 ２．代表取締役  ： 大野 恵（ビービーラボラトリーズ取締役）  

 ３．取締役    ： 張 文源（Beautyplus Holdings Hongkong Limited 代表）           

 ４．所在地    ： 東京都渋谷区神宮前六丁目 19 番 16 号 

 ５．設立年月日  ： 平成 28 年 12 月 26 日（予定） 

 ６．事業開始時期 ： 平成 29 年１月中（予定） 

７．主な事業内容 ：  (1) 化粧品等の研究開発・製造・輸出入及び販売 

                      (2) 美容機器等の販売 

                      (3) 日用雑貨品等の輸出入及び販売                     

 ８．決算期    ： ６月 30 日 

 ９．資本の額   ： 5,000 万円 

 10．株主構成   ： モアプラス 51％、ビービーラボラトリーズ 49％ 

 

Ⅱ 設立の趣旨等 

中国のスキンケア化粧品市場の商品構成においてはシートマスクが大きなシェアを占めていま

す。中華全国商業センターの調査によると、中国における 2014 年のシートマスクの市場規模は約

124 億人民元であり、2011 年から毎年 20%以上の成長が続いています。 

中国市場のシートマスクはドクターズコスメが主流となっており、プラセンタやヒアルロン等の

各種原液を用いた単体のシートマスクに加え、クレンジング、シートマスク、エッセンス、クリー

ム等がセットになった「２ステップシートマスク」や「３ステップシートマスク」が売れ筋となっ

ています。中国市場では、現在は韓国製のシートマスクの寡占状態にありますが、より品質や信頼
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性が高い日本製のシートマスクへの期待が高まっているほか、日本市場においても、中国市場ほど

の勢いはないもののシートマスクの販売が伸びています。 

このような状況下、ビービーラボラトリーズは、同社のプラセンタ原液やヒアルロン原液等を用

いた「原液美容」をシートマスクで実現する製品を開発し、日本市場および中国を始めとするアジ

ア市場で販売することを目的として、モアプラスと共同で本関連会社を設立することといたしまし

た。 

本関連会社は、ビービーラボラトリーズ、モアプラスおよび Beautyplus 社と共同で高機能、高

付加価値のシートマスクの製品開発を行い、日本市場向けにはビービーラボラトリーズに、中国を

始めとするアジア市場向けには Beautyplus 社等に委託して販売を行います。また、本関連会社で

は、当社グループのシナジーを活かして製品のエビデンス（科学的根拠）の構築を行うことに加え、

多くの皮膚科や婦人科等の大学研究者および専門医を学術顧問に招いて製品開発や普及活動を行

うことにより、付加価値の創出および差別化を図る方針であります。 

 

Ⅲ 当期の業績への影響について 

  本関連会社では、設立後に製品開発に着手し、平成 29 年夏頃に販売を開始することを想定して

おり、本関連会社の設立による当期業績への影響は軽微であると考えております。 

以 上 


